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他方、当時の諸学説の分析として、19 世紀末から 20 世紀初めにおけるフランス公法の目覚ましい理論展開
の時期について、レオン・デュギ、モーリス・オーリウといった、難解な部分も多く含む主要学説を鋭く分析
し、とりわけオーリウに関しては版を重ねて変遷するその学説につき各版を年代ごとに丹念に追い、その変遷
についても丁寧な分析を行っており、学問的に貴重な資料となった。また、他の部分における学説分析につい
ても、それぞれの学説について隈なく検討を加え、論文全体として検討内容にムラのない非常にバランスのと
れた研究となっている。 
本論文は、全体として法学の基本問題に対する極めて抽象度の高い基礎理論的考察を行うものであり、本格
的法学基礎研究の名に値するといえよう。対象が「法の時間的効力」という基礎理論に属するものであるがゆ
えに、今後も、多くの具体的な法的問題に影響を与えうる汎用性の高い研究であり、今後の発展も期待するこ
とができる。 
論文の内容、結論についても、後の学説によって否定された 19 世紀フランス民法の既得権論に、むしろ「物
理的時間」とは異なる「法的時間」の主張を見出し、法の時間的効力に関する基本的な考え方を導く手がかり
とする点は、上記のような丁寧な検討の結果として無理のない立論であり、重厚な考察とあいまって相当に説
得力のあるものである。この点において、本論文は、法学研究として、当該分野に新たな重要な知見を示した
ものといえる。 
  もっとも、上記のように様々な点で高水準と評価しうる本論文にもいくつかの不十分な点がないわけではな
い。①本論文の要となる「既得権」「法律の（不）遡及」概念について、分析対象である学説・判例がどのよ
うな意味を持つものとして両概念を用いているかが明確でないことをうけて、学説・判例を丹念に辿った本論
文においてもなお、両概念の意味が必ずしも明確にされていない点、そのこととも関係して「既得権」と「法
律の（不）遡及」の関係が十分に明らかでない点が指摘されよう。②また、個別的な点についても細かくみる
と、１９世紀という 1 世紀にわたるフランス民法学説の変遷過程において、それぞれの時期の学説がどのよう
な具体的問題、理論背景の下で主張されたのか、また、判例分析が注目されるオーリウにあって本論文が検討
したオーリウ学説がどのように具体的判例評釈にあらわれているかまで検討すべきではなかったか、といった
点が指摘される。③さらに、「法的時間」と並んで主張される「客観法的思考」については本論文だけでは論
証が十分でないのではないかといった点もある。また、④若干の点において、説明の単純化が見られ、論証の
粗さが見られるところもある。 
しかしながら、①については、分析対象における概念の混乱にあって、本論文の主眼はむしろ、全体として
の議論状況の整理であり、その概念の混乱の歴史的な発生とその後の流れの分析にある。②及び③については、
本論文で得られた知見を用いた、さらなる応用部分に属するもので、それ自体が別途の考察を必要とする一個
の研究テーマになりうるものであり、今後の課題として位置づけられるべきであろう。④については、全体と
しての論文の水準の高さから見て、それを損なうほどの欠点ではないものと考えられる。 
 以上のとおりであるから、本論文は、全体として行政法の分野で新たな知見を付け加えるものであり、十分
なデータに基づく、質の高い研究成果ということができる。 
 
２ 最終試験 
 平成２７年２月９日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本論文
について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で合格
と判定された。 
 
３ 結論 
上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（法学）の学位を受けるに十分な資格を有す
るものと認める。 
